
R2年国調 44,513 人 産  業  構  造 人口集中地区人口    都道府県名 団体名  市町村類型 Ⅰ－２
令和４年度 人   口 H27年国調 44,901 人  R２年国調 人  Ｒ４年度

増減率 △ 0.86 ％ 区分 R２年国調 H２７年国調 H２７年国調 人    栃  木  県 さくら市 〔092142〕  地方交付税種地   Ⅱ－３
住民基本 R5.3.31 43,850 人 第１次 1,794 人 1,904 人 面  積(k㎡) 125.63 R5.3.31

決 算 状 況 R4.3.31 43,856 人 8.1 ％ 8.9 ％ 人口密度 349.04
台帳人口 増減率 △ 0.01 ％          (人) 指定団体等 区           分 令和４年度 令和３年度

    歳  入  の  状  況      (単位  千円：％） 第２次 6,511 人 6,610 人 R２年国調世帯数 収     （千円）         （千円）
区    分 決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 29.5 ％ 30.8 ％ 16,370 の指定状況 歳入総額 A 22,652,054 23,440,018

地方税 7,057,914 31.2 6,888,615 60.0 H27年国調世帯数 支 歳出総額 B 20,624,823 21,732,678
地方譲与税 214,235 0.9 214,235 1.9 第３次 13,610 人 12,709 人 15,648 旧新産 × 歳入歳出差引 (A-B) C 2,027,231 1,707,340
利子割交付金 1,655 0.0 1,655 0.0 61.7 ％ 59.3 ％ H22年国調世帯数 旧工特 × 状 翌年度に繰り越すべき財源         D 327,500 87,704
配当割交付金 32,014 0.2 32,014 0.3 14,917 低開発 × 実質収支 (C-D) E 1,699,731 1,619,636
株式等譲渡所得割交付金 23,786 0.1 23,786 0.2 旧産炭 × 況 単年度収支 F 80,095 422,045
地方消費税交付金 1,109,309 4.9 1,109,309 9.7 山振 × 積立金 G 10,852 137,877
ゴルフ場利用税交付金 87,761 0.4 87,761 0.8 過疎 × 繰上償還金 H 0 0
特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0 市 町 村 税 の 状 況     （単位  千円：％） 首都 〇 積立金取崩し額               I 0 0
自動車取得税交付金 313 0.0 313 0.0 区        分 収入済額 構成比 超過課税分 近畿 × 実質単年度収支 (F+G+H-I) J 90,947 559,922
自動車税環境性能割交付金 21,527 0.1 21,527 0.2 普通税 6,861,543 97 135,954 中部 ×
法人事業税交付金 87,972 0.4 87,972 0.8   法定普通税 6,861,543 97.2 135,954 市町村圏 〇
地方特例交付金等 63,841 0.3 63,841 0.6 個人均等割 81,814 1.2 0 財政再建 × 給料月額 一人当たり平均
地方交付税 3,259,436 14.4 2,887,002 25.2 市町村 所得割 2,285,120 32.4 0 指数表選定 × 区       分 職員数     （百円） 給料月額(百円)
   普通 2,887,002 12.7 2,887,002 25.2 民  税 法人均等割 171,419 2.4 28,531 財源超過 × 一 一般職員 306 914,634 2,989
   特別 372,160 1.6 0 0.0 法人税割 374,942 5.3 107,423 般 うち技能労務員 8 22,344 2,793
   震災特別 274 0.0 0 0.0     固定資産税 3,442,679 48.8 0 職 教育公務員 4 15,268 3,817

11,959,763 52.8 11,418,030 99.5       うち純固定資産税 3,433,015 48.6 0 員 消防職員 0 0 #DIV/0!
交通安全交付金 5,434 0.0 5,434 0.0     軽自動車税 147,283 2.1 0 等 臨時職員 0 0 0
分担金、負担金 61,252 0.3 0 0.0     市町村たばこ税 358,286 5.1 0   合   計 310 929,902 3,000
使用料 144,541 0.6 9,980 0.1     鉱産税 0 0.0 0
手数料 101,112 0.4 0 0.0     特別土地保有税 0 0.0 0 議員公務災害 ○ ごみ処理 ○ 区  分 定  数   適用開始年月日 (報酬)月額(百円)
国庫支出金 3,749,499 16.6 0 0.0   法定外普通税 0 0.0 0 消防公務災害 ○ 火葬場 ○ 特 市区町村長 1 H17.3.28 9,000
国有提供交付金 0 0.0 0 0.0 目的税 196,371 2.8 0 退職手当 ○ 常備消防 ○ 別 副市区町村長 1 H17.3.28 7,150
都道府県支出金 1,349,848 6.0 0 0.0   法定目的税 196,371 2.8 0 母子通園ホーム ○ 小学校 × 職 教育長 1 H17.3.28 6,500
財産収入 130,146 0.6 20,099 0.2        内 入湯税 27,072 0.4 0 老人福祉 × 中学校 × 等 議会議長 1 H21.9.9 4,500
寄附金 294,427 1.3 0 0.0 事業所税 0 0.0 0 伝染病 × 都市競輪 × 議会副議長 1 H21.9.9 3,650
繰入金 330,401 1.5 0 0.0 都市計画税 169,299 2.4 0 し尿処理 ○ 市場 × 議会議員 16 H21.9.9 3,350
繰越金 1,707,340 7.5 0 0.0        訳 水利地益税等 0 0.0 0 高齢者医療 ○
諸収入 1,777,922 7.8 20,657 0.2   法定外目的税 0 0.0 0
地方債 1,040,369 4.6 0 0.0 旧法による税 0 0.0 0
   うち臨時財政対策債 272,969 1.2 0 0.0     合     計 7,057,914 100.0 135,954

歳 入 合 計 22,652,054 100.0 11,474,200 100.0 目 的 別 歳 出 の 状 況 （単位  千円：％） 区    分   （単位  千円）
    性  質  別  歳  出  の  状  況     （単位  千円：％）          区       分 決算額(A) 構成比 基準財政収入額 6,429,223

区　　分 決算額 構成比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 議会費  166,687 0.8 0 166,687 基準財政需要額 9,303,590
人件費 3,157,394 15.3 2,895,207 2,868,452 24.4 総務費 2,059,800 10.0 28,844 1,808,651 標準税収入額 8,150,517
   うち職員給 1,848,010 9.0 1,666,306 0 0.0 民生費 7,059,197 34.2  35,989 3,492,543 標準財政規模 11,310,488
扶助費 3,817,623 18.5 1,034,933 1,032,016 8.8 衛生費 1,338,700 6.5 12,700 968,417 0.708
公債費 1,934,180 9.4 1,917,806 1,917,806 16.3 労働費 0 0.0 0 0 実質収支比率 15.0
内 元利償還金 1,934,180 9.4 1,917,806 1,917,806 16.3 農林水産費 801,819 3.9 264,794 487,007 101.4
訳 一時借入金利子 0 0.0 0 0 0.0 商工費 2,086,485 10.1 104,126 423,835 103.9

8,909,197 43.2 5,847,946 5,818,274 49.5 土木費 1,837,750 8.9 776,850 1,234,916 公債費負担比率 12.7
物件費 3,102,515 15.0 2,432,167 2,124,566 18.1 消防費 813,033 3.9 29,601 785,642 公債費比率 6.0
維持補修費 115,527 0.6 114,268 114,268 1.0 教育費 2,527,172 12.3 644,869 1,795,027
補助費等 3,586,723 17.4 2,919,078 1,941,445 16.5 災害復旧費 0 0.0 0 0 積立 財調 2,331,253

1,138,990 5.5 1,138,990 1,074,717 9.1 公債費 1,934,180 9.4 0 1,917,806 金現 減債 1,091,867
繰出金 1,307,563 6.3 1,043,817 993,529 8.5 諸支出金 0 0.0 0 0 在高 特定目的 4,828,928
積立金 204,525 1.0 180,229 0 0.0 前年度繰上充用 0 0.0 0 0 地方債現在高 14,280,912

1,501,000 7.2 0 0 0.0     うち政府資金 1,815,936
前年度繰上充用金 0 0.0 0 実質赤字比率 － ％ 歳 出 合 計 20,624,823 100.0 1,897,773 13,080,531 債務 物件等購入 12,000
投資的経費 1,897,773 9.2 543,026 連結実質赤字比率 － ％ 293,067 実質収支 188,620 負担 保証、補償 0
   うち人件費 23,541 0.1 23,541 実質公債費比率 7.8 ％ 477,467 国 再差引収支 177,523 行為 その他 2,629,737

普通建設事業費 1,897,773 9.3 543,026 将来負担比率 － ％ 537,029 保 加入世帯数 5,237 額 実質的なもの 0
内   うち補助 831,277 4.0 29,056 経常経費充当 公営事業 36,578 会 被保険者数 8,339 収益事業収入

  うち単独 1,058,107 5.2 513,881 一般財源等計 10,992,082 千円 568,058 計 507,535
訳 災害復旧事業費 0 0.0 0 経常収支比率 93.6 ％ への繰出 0 の 現 現年計：合計 99.6　：　99.1

失業対策事業費 0 0.0 0 状 徴年 市町村税
95.8 ％ 況 収分  現年分：計 99.6　：　99.0

歳入一般財源等 15,107,762 千円 率 ・ 純固定資産税
歳 出 合 計 20,624,823 100.0 13,080,531 ラスパイレス指数 98.0 (4年4月1日現在) 　計 現年分：計 99.5　：　99.1

（一般財源計）

一部事務組合加入の状況 一人当たり平均給料

(A)のうち普通建設事業費 (A)の充当一般財源等

財政力指数 R2-R4

経常一般財源等比率
〃(分子に臨財債含む)

（義務的経費計）

   うち一部組合負担金

投資、出資金、貸付金

国保(法非適)
後期高齢(法非適)
介護保険事業（法非適）

上水道（法適用）
下水道（法適用） 土地開発基金現在高
宅造（非適用）

被保険
者一人
当たり

保険料収入 103
(臨財債、減税補て
ん債（特例分）除
く）

国庫支出金 0

保険給付費 321


